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第309回(定例)兵庫県議会 知事提案説明

（平成23年6月15日）

本日、第309回兵庫県議会の開会にあたり、提出議案の説明に先立ち一言ご挨拶します。

議員の皆様には、先般執行された統一地方選挙におきまして、県民の大きな期待を担い当選

されました。心からお喜び申します。今後とも、県民の付託にこたえ、県政の発展のため、ご

尽力されますようお願いします。

東日本大震災の発生から3ヶ月が経過しました。死者・行方不明者が2万3千人を超え、甚

大な被害となっています。犠牲となられた方々のご冥福をお祈りしますとともに、今なお行方

不明となっている方々の一日も早い所在の確認をお祈りします。また、避難所や見知らぬ土地

での厳しい生活を余儀なくされている多くの被災者の皆様にお見舞いを申します。

関西、兵庫は、16年前の阪神・淡路大震災で国内外から大きな支援を受け、創造的復興をな

しとげてきました。関西広域連合及びその構成府県は、その経験と教訓を活かし、持てる力を

結集して、被災地に対しできる限りの支援を行っています。

東日本大震災は、未曾有の大災害であり、本格的な復興には、長い道のりが必要です。

今後とも、被災地の実情を踏まえながら支援に取り組んでいきます。

今回の大震災では、想定を遙かに超える津波による被害や原子力災害による社会経済活動へ

の影響など、改めて、自然の圧倒的な強さと危機管理の重要性を痛感しました。

今後の大災害の備えに万全を期さなければなりません。

このため、近い将来、発生が予測される東南海・南海地震に備えた防災・減災対策、原発事

故等を踏まえた省エネ・節電対策や再生可能エネルギーの導入、首都圏の非常事態に備えた関

東と関西の双眼化の推進など安全安心の基盤づくりに向け積極的に取り組みます。

そして、そのためにも、地域のことは地域で決め、実行する地方分権が不可欠です。その突

破口を開くため、関西広域連合の構成府県が一丸となって、正念場を迎える国の出先機関改革

を推進します。

今後とも、県議会と緊密な連携を図りながら、県政運営に取り組みますので、県議会におい

てのご指導をよろしくお願いします。
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ただいまより、提出議案の説明とあわせて諸般の報告をします。

第１は、東日本大震災への対応です。

東日本大震災の被災地では、街そのものが壊滅的な被害となっているなかで、応急仮設住宅

の建設、がれきの撤去など復旧に向けた懸命な取組が進められています。しかし、依然、避難

者は、8万人に上っており、生活の再建と復興への道筋を示すことが喫緊の課題です。

福島第一原子力発電所では、事故収束に向けた作業が進められていますが、長引く避難生活、

社会経済活動の停滞、風評被害など大きな影響を及ぼしています。

早急な被災地の復旧と復興計画の策定、一刻も早い原発事故の収束が望まれます。

この大災害に対しては、発災２日後に、関西広域連合の構成府県の知事が一堂に会し、特に

被害が甚大な宮城県、岩手県、福島県を支援対象に、本県は宮城県を中心に支援を行うカウン

ターパート方式による支援の枠組みを構築しました。この枠組みに基づき、阪神・淡路大震災

を経験した兵庫県として、関西広域連合の構成府県とともに、率先して、被災地の支援に取り

組んでいます。

すでに、平成22年度3月補正予算では、支援物資の提供、職員の派遣など緊急・応急対策を

行いました。この度、被災地への人的・物的支援、被災者の受け入れ支援に加え、県内経済の

活性化対策、緊急省エネ・節電対策、防災・減災対策など、本県として緊急に必要な対策につ

いて補正予算を編成しました。

（応援要員等の派遣）

緊急消防援助隊、警察広域緊急援助隊、災害派遣医療チーム、医療救護班など救急・救助を

始め、避難所の巡回・運営支援、被災者の健康・心のケア、ボランティアの派遣やコーディネ

ート、土木施設等の復旧対策、応急仮設住宅の建設等の住宅対策、児童生徒の教育対策など、

県・市町等あわせて、延べ約4万8千人の要員を派遣してきました。今日も、400 人を超える

兵庫県関係者が被災地で支援活動を展開しています。

5 月の連休に備え、ボランティアの情報拠点として東北自動車道に設置していたボランティ

ア・インフォメーションセンターは、その機能を地元やNEXCO東日本に引き継ぎました。
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そして、そのノウハウを生かして「東日本大震災ボランティア・インフォメーションセンタ

ー兵庫」をひょうごボランタリープラザに開設しました。宮城県や被災市町とも連携して、被

災地のボランティア情報を提供しています。

引き続き、阪神・淡路大震災の経験と教訓を活かした専門的な助言・活動を行っていきます。

（支援物資等の提供）

避難所等の生活を支援するため、非常食、毛布、防寒着、仮設トイレなどの支援物資に加え、

県内企業等の協力によるカセットコンロ、簡易シャワールーム、バイオトイレなど、様々な物

資を提供してきました。間もなく、夏を迎えます。暑さへの対応など避難所の状況等を踏まえ

ながら、引き続き支援を行っていきます。

（被災者の受入等支援）

被災地の避難所生活も限界に至っています。一刻の猶予も許されません。

本県では、既に、公営住宅等で157世帯477人の被災者を受け入れています。県立学校の空

き校舎を活用した一時遠隔避難所の設置に加え、県住宅供給公社が管理する民間賃貸住宅を応

急仮設住宅として借り上げるなど受け入れ体制の充実を図ります。

また、高等学校授業料減免等事業基金を活用して、震災により就園・就学が困難となった幼

児・児童生徒に対し、学用品・給食費等の援助、授業料の軽減、奨学金の貸与など就学を支援

します。

（経済雇用支援）

被災企業の活動継続・再開を支援するため、ひょうご・神戸投資サポートセンターにおいて、

本県の立地支援情報等を提供しています。ひょうご産業活性化センターでは、被災地中小企業

と県内企業とのマッチングを行う「被災地中小企業受注・発注応援サイト」を開設しました。

東北地方の観光振興を支援するため、「がんばろう！東北 東北を楽しもう」サイトを開設す

るとともに、被災地の特産品をＰＲする東北物産展を県下３都市でリレー開催しました。今後

も継続していきます。

被災地を訪れることが復興への契機ともなります。岩手、宮城、福島に宿泊する県内の団体

旅行を対象に、現地でのバス代の一部を支援し被災地への誘客を図ります。
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本県への避難者の就労を支援するため、緊急雇用就業機会創出基金を活用して約1,000人の

被災者雇用枠を確保するとともに、被災農業・漁業者に対しては、津波被害を受けた農地・漁

場等が復旧するまでの間、技術を蓄積しつつ生活再建できるよう就業希望者を受け入れます。

（県内経済の活性化）

本県の経済は、全体として持ち直しつつあるものの、東日本大震災により、消費や生産が低

下するなどの影響が出ています。

震災による自粛ムードや風評等から観光客が減少しているほか、消費マインドの低下により個人

消費は弱い動きとなっています。サプライチェーン(部品供給網)の障害等により生産活動も低下し

ています。

このため、被災地のみならず、県内経済の活性化が課題です。

被災地との取引減少や風評被害等により売上げが減少している中小企業の資金繰りを支援す

るため「東日本大震災対応貸付」500 億円を創設し、資金の円滑な供給を行います。また、下

請け企業を対象に取引商談会を開催し、新たな発注開拓を図ります。

西日本が日本を先導しなければならない状況だけに、企業活動を活発化させることが必要で

す。産業集積条例による立地促進助成金の対象となる設備投資要件を20億円に引き下げます。

また、首都圏において外資系企業や外国商工会議所等を対象とした誘致セミナーを開催するな

ど、企業立地を促進します。

観光地への誘客を促進するため、特に外国人観光客の著しい減少を踏まえ、訪日観光客の多

いアジア地域を対象に、現地旅行会社等への観光プロモーションや現地メディア等を対象とし

た観光取材の招聘、関西広域連合構成府県知事によるトッププロモーションの実施、ひょうご

ツーリズム協会が行う海外観光プロモーションを支援します。あわせて、観光キャラバン隊を

首都圏等に派遣し国内での観光プロモーションを行います。

また、ひょうごツーリズムバスを国内100台、海外300台拡充します。観光地において観光

関連団体等が行う集客・活性化のイベント等に対し助成します。

(放射線安全対策)

シンガポールにおける本県産の野菜等の輸入停止措置については、他県産と取り違えて輸出

されていたことが判明したため、農林水産省を通じて見直しを要請し、輸入停止措置は解除さ
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れました。その後も、主要な県産野菜を対象に定期的に放射性物質の検査を継続していますが、

放射性物質は一切検出されていません。

しかしながら、日本から輸出する食品等については、当面の間、産地証明等が求められてい

ます。工業製品についても放射線検査証明が求められる案件が発生しています。このため、職

員の配置や放射線測定機器の購入など体制を整備します。

（緊急省エネ・節電対策）

東日本大震災に伴う電力供給不足に対応するため、東京電力と東北電力管内において、電力

の使用制限が行われる一方、中部電力でも浜岡原発の停止が決定されました。関西電力でも原

発の定期検査中の再開が現在のところ困難な状況にあります。

関西広域連合では、既に、府県民・事業者・行政が一体となって家庭、業務部門、行政にお

ける省エネ・節電への取組を推進することにより、全体で、夏期における電力ピークカット10％

削減、年間総電力使用量5%削減を目指していくこととしています。

関西電力に対しては、以前から削減目標のフレームを示すよう求めていましたが、急遽、ピ

ーク時15％削減の目標が示されました。この15％削減の具体的な根拠や関西電力自身の努力を

示した上での必要性を明確に説明するよう求めています。震災復興を支える関西の社会経済活

動に支障が生じないよう、必要な電力供給の安定確保について最大限の努力を図ることを要請

しています。

当面、関西広域連合としては、全体でピーク時10％削減という目標に向け、府県民、事業者

等の協力により着実に取組を進めていくこととします。

この目標を実現するため、県自らも事業者として率先して夏期における電力のピークカット

15％削減、年間総電力使用量 5％削減という高い目標を掲げ、現行の環境率先行動計画ステッ

プ4の推進に加え、追加対策を行います。

執務室の一部消灯、廊下の間引き消灯の拡大、エレベータの追加停止、コピー機の集約化な

ど省エネ行動を推進するとともに、節電意識の高揚と新たなライフスタイルの構築に向け「サ

マータイム」を導入します。県の率先行動の取組として県民にアピールすることにより、家庭

や企業も含めて社会全体の節電行動の推進に繋がるものと考えます。

県有施設の省エネ化を推進するため、庁舎や道路の照明、交通信号機等のＬＥＤ化の拡大、

県立学校等の照明の高効率化、全館トイレ照明の人感センサの設置、県立学校や警察施設での
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太陽光発電設備の前倒し整備など省エネ化改修に取り組みます。省エネ診断による省エネチュ

ーニングを追加実施します。

家庭や事業者の節電の取組を推進します。

家庭に対しては、①エアコンの冷房温度を高めに設定する、②照明をLED電球に付け替える、

③使わない電気製品のプラグを抜く、④図書館等の公共施設や集客施設などのクールスポット

への外出などエアコンに頼らない過ごし方を心がけるなどの取組を呼びかけます。

事業者に対しては、経済活動に支障が生じないよう、主にオフィス等を対象として、①使用

していないエリアの空調を停止する、②ブラインドや日射調整フィルムにより直射日光を遮る、

③事務スペースや廊下の照明を間引きする、④コピー機やパソコン等のＯＡ機器の省エネモー

ドを活用するなどの取組を呼びかけるなど、幅広く節電の取組を周知します。

あわせて、家庭における太陽光発電設備の導入を促進するため、地球環境保全資金融資制度

を拡充し「住宅用太陽光発電設備設置資金貸付金」を創設します。既築住宅を対象に 1ｋｗ当

たり2万円の設置費補助を行います。太陽光発電相談指導センターの相談体制を強化します。

中小企業者に対しては、「環境保全・グリーンエネルギー設備設置資金貸付金」の融資限度額

を1億円に拡充するとともに、償還期間を延長します。

また、各家庭での有効な節電メニューを提案する「うちエコ診断」や県下各地域での普及啓

発イベントの実施など、行政、県民、事業者が一体となった取組を推進します。

ソフトバンク・孫社長のメガソーラー整備の提案に対しては、関西広域連合として「自然エ

ネルギー協議会」に参画していくとともに、本県としての具体的な候補地を提案していきます。

（東日本大震災の復旧復興に向けた提案）

東日本大震災は、地震、津波、原発事故の複合的な災害により、被害が大規模かつ広範囲に

及んでいます。国の積極的な財政支援と、被災地域の実情を十分踏まえた復旧復興が求められ

ます。

このため、国に対し、まちづくり復興基本計画の策定、復興基金や復興特区の創設、被災者

生活再建支援法の特例措置など復旧復興に向けた対策、福島原発事故への対応、津波対策の総

合的推進などについて緊急提案を行うとともに、被災県に対しては、コミュニティや福祉に配

慮した応急仮設住宅の建設、仙台東部道路等の防災機能の強化など土木インフラの復興、生活

者の視点に立った復興まちづくりなど復旧復興にあたっての具体的な提案を行ってきました。
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現在、国において、復興構想への提言のとりまとめが行われています。被災地の意見を十分

踏まえた創造的復興につながるものになることを期待します。

（首都機能のバックアップ）

わが国の政治、行政、経済の中枢機能は、首都圏に一極集中しています。この度の震災を教

訓として、首都にいかなる事態が発生しても、首都機能が継続できるよう、事前にその対策を

決めておくことが国家の危機管理として急務です。関東と関西の双眼化を図り、首都機能のバ

ックアップ(代替)構造の一刻も早い構築に向け、国会・政府機能のみならず、企業の本社機能、

業界本部、マスコミ情報など事業が継続される仕組みが必要です。いわば首都の事業継承計画

(ＢＣＰ)を定めておくことです。この代替機能を担うのは、インフラや能力から関西こそがふ

さわしいと提言しています。

東日本大震災は、単に被災地域だけの問題ではなく、国家的な危機として、国民全体が相互

扶助と連携の下、叡智を結集して、創造的復興に向けた取組を進めていく必要があります。

そのためにも、今後とも、関西広域連合の構成府県は、一丸となって、阪神・淡路大震災の

経験と教訓を活かし、被災地への支援等に全力で取り組んで行きます。

第２は、緊急の防災・減災対策です。

(東南海・南海地震等への備え）

東南海・南海地震や近畿圏直下型地震等の広域災害が発生した場合は、関西全体が被災地と

なる恐れがあります。関西全体としての広域防災体制の構築が必要です。

このため、関西広域連合に「関西広域防災計画策定委員会」を設置し、関西全体の防災計画

の策定にとりかかっています。東日本大震災や阪神・淡路大震災の課題や教訓、国中央防災会

議での被害想定の見直しや地震・津波対策の検討も踏まえ、広域災害時における具体的な連携

の体制等について検討していきます。

あわせて、暫定対策として、国中央防災会議の調査結果を踏まえた本格的な津波被害想定の

見直しを行うまでの間、暫定的な「津波被害警戒区域図」を作成し、避難対策ガイドラインの

改訂や、避難路や避難所の確保など市町と連携した避難のあり方の点検を進めるなど、津波対

策を推進します。
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(風水害への備え)

台風第2号の大雨に対しては、直ちに、災害警戒本部を設置、各市町に対し水位情報等を提

供し、厳重な警戒に努めました。

増水期に入りました。「ＣＧハザードマップ」等により災害危険性を事前に周知するとともに、

県民が的確な避難判断や行動ができるよう「河川監視画像」「地域別土砂災害危険度」等の危険

情報をリアルタイムで提供します。

また、フェニックス防災システムによる「水位予測」「氾濫予測」等の発信により、市町の水

防活動や避難勧告等の発令を支援します。風水害を想定した訓練の実施など県・市町の災害対

応能力を高める取組を進めます。

さらに、平成21年台風第９号災害の復旧復興事業について、計画期間内の完了に向け事業進

捗を図ります。「山地防災・土砂災害対策緊急5箇年計画」に基づく治山ダム・砂防えん堤の重

点整備や災害に強い森づくりを進めるなど、防災・減災対策を推進します。

第３は、健康福祉対策です。

(社会保障と税の一体改革)

国の「社会保障改革に関する集中検討会議」において、「社会保障と税の一体改革案」がとり

まとめられました。

しかし、同改革案は、財源を確保すべき社会保障の範囲を、制度化された年金、医療、介護

及び少子化対策のいわゆる社会保障4経費に限定しており、乳幼児医療、がん検診など地域の

実情に応じて実施している地方単独事業や、生活保護、障害者支援などの国庫補助事業を含め

た社会保障経費全体の約４割、16.8兆円を負担している地方の財源を確保する視点がなく、地

方の役割を軽視したものとなっています。

また、「制度全般にわたる改革を行う」としながら、介護保険制度や医療保険制度などを根本

的に見直す発想に欠けており、部分的な改革に止まっています。

このため、社会保障制度における地方公共団体の役割を重視し、地方単独事業も含めた社会

保障施策の全体像を把握した上での制度設計や公的医療保険制度の全国一本化など、国・地方

を通じて安定的に運営できる社会保障制度となるよう国に求めていきます。
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（健康づくりひょうごの推進）

「健康づくり推進条例」に基づき、県民と一体となった健康づくりを推進しています。

県下117団体からなる県民運動推進会議を開催し、「健康チェック」「からだの健康」「こころ

の健康」など県民運動として取り組む重点活動目標や活動内容を定めました。

県民の健康づくりを推進するため、生活習慣病予防対策として、健康増進プログラムを改定

し、健康マイプラン200万人運動を推進します。受動喫煙の防止を図るため、関係機関と調整

し条例化の検討を進めます。

歯・口腔の健康対策として、成人期の歯周病予防のための事業所歯科健診を県下50箇所で行

うとともに、かかりつけ歯科医をもつための普及啓発を行っています。

こころの健康対策として、地域における見守り・気づきに寄与する「いのちとこころのサポ

ーター」の養成、5 歳児を対象とした発達相談や特定健診等におけるうつ病チェックをモデル

的に行うなど、心身の健康増進を図るための取組を推進しています。

(安全安心な消費者生活）

富山県等で発生した焼肉店での集団食中毒の発生に対しては、直ちに、関係団体への通知、

生食用食肉を取り扱う営業施設への緊急監視を行い、県民への注意喚起を図っています。

食中毒の発生を根本的に防止するため、国に対し、食品衛生法に基づく生食用食肉の規格基

準を設定するよう要請しています。

今後とも、県民生活の安全安心の確保に努めていきます。

（兵庫県障害者のじぎくスポーツ大会）

兵庫県障害者のじぎくスポーツ大会を開催しました。

第5回の節目を迎え、約2,300人を超える選手の参加のもと、新たに精神障害者の卓球競技

を加え、身体・知的・精神障害という障害種別に関係なく合同で開催しました。

今後とも、障害者スポーツの発展と交流・友情の輪の拡大に努めます。

第４は、交流と連携の基盤づくりです。

（地上デジタル放送への円滑な移行）

来月24日、地上デジタル放送に完全移行します。
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これまでから、辺地共聴施設整備やケーブルテレビ整備への支援に取り組んでおり、移行日

までに整備を完了する見込みです。最終段階を迎え、各市町毎に相談コーナーを設置するなど、

きめ細やかな対応を強化し、テレビを視聴できない世帯が生じないよう、引き続き、国、放送

事業者に万全の対策を求めていきます。

（ものづくり大学校の開校）

ものづくりの人材育成の役割を担う「県立ものづくり大学校」が開校しました。

次代を担う人材育成、匠の後継者育成、技能レベルに応じた在職者訓練などに取り組

むことにより、ものづくり兵庫を支える人材が育っていくことを期待します。

引き続き、ものづくりの体験学習の場を提供する体験棟の整備を進めます。

（京速コンピュータ「京」関連施設の開設）

京速コンピュータ「京」の利用支援施設「高度計算科学研究支援センター」が開設しました。

「京」の産業利用を支援し、企業や大学等との幅広い交流の場を提供するとともに、広く一般に向

けて「京」の意義や成果を情報発信します。

あわせて、兵庫県立大学大学院シミュレーション学研究科を設置し、シミュレーションの考

え方・技法を活用して社会の諸課題の解決に貢献できる実践能力の高い研究者・技術者を育成

していきます。

(国際交流の推進）

西オーストラリア州との友好提携30周年を記念し、訪問します。

両県州の一層の交流促進に向けた協議やセミナーを開催します。経済・観光交流、人材の育成な

ど幅広い分野での交流と協力に関する共同声明に調印します。県民交流団らとともに記念式典に出

席し、同州との交流を深めます。

第 9 回世界閉鎖性海域環境保全会議(エメックス 9)が、アメリカ・ボルチモア市で開催され

ます。閉鎖性海域の環境保全における国際貢献を推進します。この機会をとらえ、姉妹州省で

あるワシントン州を訪問し、州政府との今後の交流等の協議やセミナーを開催し、国際交流を

促進します。
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(関西国際空港・大阪国際空港の経営統合)

関西国際空港と大阪国際空港の経営を統合する法律が成立しました。

新しい運営会社のもとで、関西国際空港と大阪国際空港が、首都圏空港と並ぶ国際・国内の

拠点空港として一体運用され、適切かつ有効な活用を通じて、関西の航空需要拡大により、関

西経済の活性化に繋げなければなりません。

このため、国が空港運営の基本方針を策定するに際し、関西国際空港については、着陸料の

大幅な引き下げによる国際競争力の強化、大阪国際空港については、プロペラ機枠の有効活用

による低騒音リージョナルジェットの運航、国内長距離便や国際チャーター便の運航制限の緩

和など空港機能の最大限の活用、安全環境対策事業の適正な実施を求めます。

あわせて、神戸空港も含めた3空港の一体運用、それに至るまでの間の発着枠の拡大や運用

時間の延長、国際チャーター便の運航制限の緩和などを求めていきます。

さらに、但馬と羽田を結ぶ直行便の実現に向け、引き続き、運航事業者へ働きかけます。

(適正な高速道路料金の設定)

今月19日をもって、高速道路料金の「土日・祝日上限1000円」が廃止されるとともに、「無

料化社会実験」が凍結されます。

高速道路料金の設定については、従来から、本州四国連絡道路の利用しやすい料金の設定、

高速道路料金を無料化する場合の受益者負担のあり方を含めた全体像の提示などについて国に

求めてきました。

今回の見直しは、旧料金体系に戻るだけの措置であり、日本高速道路(NEXCO)と本州四国連絡

道路の料金格差など根本的な課題は残ったままです。公平で利用しやすい高速道路料金体系と

なるよう引き続き国に働きかけていきます。

なお、東北地方の高速道路が、東日本大震災の被災者、原発事故による避難者、復旧・復興

の物資等の輸送を対象に無料開放されます。日本高速道路(NEXCO)と一体徴収している播但連絡

道路についても無料開放に協力します。

（神戸マラソンの開催）

11月20日開催の「第１回神戸マラソン」については、参加申し込みが7万7千人を超え、

定員2万人の約3.9倍となりました。また、申し込みの半数を超える方が、東日本大震災で被
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災された方を支援するチャリティーゼッケンを希望されるなど、多くの方に大会のコンセプト

「感謝と友情」についてご理解いただいたものと考えています。

今後、参加者の決定とともに、大会を支えるボランティアの養成など着実に準備を進めてい

きます。

（アジア陸上競技選手権の開催）

アジア陸上界のトップアスリートが集う「第19回アジア陸上競技選手権兵庫・神戸大会」が

7月7日から開催されます。日本での開催は13年ぶりとなります。

これを機会に、県民のスポーツの振興を一層推進するとともに、アジア各国・地域から本県

を訪れる選手・役員、観客の方々に対し、歓迎イベントの実施など温かいおもてなしを行い、

震災復興を成し遂げた兵庫・神戸の魅力を国内外に発信していきます。

第５は、地方分権改革の推進です。

（関西広域連合の活動展開）

関西広域連合が、全国初の広域連合として発足して以来、半年が経過しました。

東日本大震災に対しては、全国に先駆け、カウンターパート方式による被災地支援に取り組

むとともに、復旧・復興支援対策に関する緊急提案や原子力発電等に関する緊急申し入れを行

うなど、直面する課題に対し迅速に行動しています。

また、防災、観光・文化、産業、医療、環境など分野ごとの広域的な計画策定に取り組み、

本格活動への早期移行をめざします。

さらに、正念場を迎える国の出先機関改革に向けては、まずは、経済産業局、地方整備局、

地方環境事務所の３機関について九州知事会と共同で移管を求めていくこととしました。今後、

国への働きかけを強め、来年の通常国会への法案提出をめざします。

今後とも、分権改革の突破口を開き、わが国を多極分散型構造へと転換することを目指し、

関係府県が一致団結して、関西から積極的な行動を展開します。

（地方分権改革の推進）

国と地方の協議の場を設置する法律、義務付け・枠付けを見直すための一括法など地域主権

関連3法が成立しました。これまで、地方から再三、早期成立を求めてきたものであり、よう
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やく地域主権改革の入り口に立ったといえます。

「国と地方の協議の場」については、去る6月13日に法制化後の初会合が開かれました。

地方からは、「社会保障と税の一体改革」については、地方単独事業も含めた社会保障全体の

検討の必要、地方の社会保障財源の安定的な確保などの意見を、また、「東日本大震災の復旧・

復興に向けた取組」については、地域主体のまちづくり復興計画基本方針の早期提示、復興特区の

創設、被災者生活再建支援法の見直しなどの提言を提出し、協議が行われました。

しかし、こうした重要なテーマにもかかわらず、会議も短時間で、議論が深まったとは言い

難い状況です。このため、今後とも、分科会の設置等により実質的かつ実効性ある十分な協議

を求めます。

また、一括法については、施設・公物の設置・管理基準の条例委任に当たって、国が定める

基準をそのまま条例化すべきことが求められています。条例委任に当たっての地方の裁量を拡

大するとともに、第2次一括法案の早期審議入りを求めます。

これからも、地方の意見を十分踏まえた改革となるよう国に求めていきます。

第６は、行財政構造改革の推進です。

行財政構造改革については、３年目の総点検を踏まえた「第２次行革プラン」をスタートさ

せました。県民・市町・関係機関の理解と協力をいただきながら、国の政策動向や社会経済の

変化、県民のニーズ等にも十分注視しつつ、職員一人ひとりの主体的・積極的な行動を促進し、

改革を着実に実行していきます。

プランの実施状況については、「行財政構造改革審議会」の審議を経て、９月の県議会に報告

します。

最後に、平成22年度決算見込みです。

過日、出納を閉鎖し、現在、集計整理している段階であり、その詳細は明らかではありませ

んが、平成22年度決算については、新行革プランに基づく着実な改革の取組の成果もあり、実

質収支、実質単年度収支とも、昨年度に続き黒字を確保するものと見込まれます。
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これより、提出いたしました議案について、ご説明します。

予算案件は、一般会計補正予算 １件です。

東日本大震災を踏まえ、被災者支援対策、県内経済の活性化対策、緊急省エネ・節電対策、

防災・減災対策など、本県として緊急に必要な対策について補正予算を編成しました。

補正予算の編成にあたっては、国庫補助金、特別交付税、基金繰入金、交付税措置のある起

債などの財源を活用しました。

その予算規模は、一般会計で、240億7千3百万円余 の増額です。

条例案件は、緊急雇用就業機会創出基金等設置条例の一部を改正する条例 等4件です。

事件決議案件は、抗インフルエンザウイルス薬の取得 等4件です。

専決処分承認案件は、兵庫県税条例等の一部を改正する条例の施行期日改定条例 1件です。

以上で、提出議案の説明を終わります。

議員の皆様におかれましては、よろしくご審議のうえ、適切なご議決をいただきますようお

願いします。


